
地域経済活性化への取組み

少子高齢化や都市部への一極集中等による地域経済の衰退が懸念される中、地域金融機関の使命として、地域に 根ざして事業活動を行うお客さまの金融・非金融の課題解決に伴走することで地域経済活性化への取組みを強力
に推し進めてまいります。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開

▪観光振興への取組み
日本航空株式会社さまとの間に、地方創生の推進に係る包括連携協力に関する協定書を締結

いたしました。地域の観光活性化や誘客支援、地域資源の発掘や磨き上げといった分野に
おいて、両社の持つノウハウやネットワークを有効活用し、香川県における地方創生の実現
をめざします。

▪地域産品の普及拡大への取組み
香川県内の関係団体と連携し、「知られざるかがわの県産品」を地元に普及拡大させることを目的

としたプロジェクトを立ち上げました。第一弾として、「観音寺市・伊吹島の釜揚げいりこ」をテー
マに香川県内の飲食店事業者さまの協力のもと、釜揚げいりこを活用した料理メニューの提供を
期間限定で行いました。

▪香川県内自治体との連携協定
当行は香川県内の全ての地方自治体（香川県及び香川県

内の8市9町）と地方創生に関連する連携協定を締結してお
ります。連携協定に基づき地域経済活性化に向けた取組み
で協働してまいります。

［連携協定の主な分野］

▪PPP・PFI推進に向けた取組み
香川県内における官民連携の強化を目的に立ち上げた

「かがわPPP／PFI地域プラットフォーム」では公共施設の
活用などのテーマに限らず、官民連携を基軸としたさまざ
まなテーマの企画を実施しております。

［2022年度の主な取組実績］

⃝地元産品の販路拡大
⃝企業・産業間のビジネスマッチング支援
⃝創業・起業支援　　⃝観光・農業振興 等

⃝ 公共施設の民間利用に関するクローズ型サウンディ
ングの実施

⃝地域課題解決に向けたワークショップ開催
⃝自治体職員向けのセミナー開催

ひと

まち

交流人口・
定住人口の
拡大

地域のブランディング
エリアデザイン
DX・GX

産業振興・
地域資源の
普及拡大

しごと

地域のDX・
環境対策（GX）

● DX・GX推進支援
(地公体・法人・個人)

人口減少・
少子高齢化・教育

● UIJターン支援
● 金融教育
● 相続・空き家対策支援

産業振興

● 創業塾開催
● 企業誘致支援
● SDGs推進支援　
● 人材紹介

● 補助金申請支援
● 販路開拓支援
● 事業承継・M&A
● 産業観光　等

地域資源
ブランド化

● 県産品普及支援
● 新商品開発支援
● 地域商社「Shikoku
ブランド」の活用

まちづくり

● PPP・PFI
● 基本計画策定支援

観光振興

● 外部機関との連携
● 観光モニタリング
● 観光活性化ファンド

農業振興

● 農業融資
● 農地利活用推進
●６次産業化　等

「まち・ひと・しごと」の好循環を実現「まち・ひと・しごと」の好循環を実現

関連する
サステナビリティKPI

2030年度
地域の課題解決に向けた取組み件数 累計150件

新中期経営計画 地域共創戦略

地方公共団体等との共創体制構築による「まち」の活性化
まちづくりの主体となる地方公共団体及び地方創生に取り組む外部機関との間で地域活性化に向けた共創体制を構築し、

「しごと」と「ひと」の好循環を支える「まち」の活性化を図ってまいります。重要な地域課題の解決に自ら取り組むことで、
地域と百十四グループの持続的成長を実現してまいります。

21 The Hyakujushi  Bank, Ltd.

010_0718987892307.indd   21010_0718987892307.indd   21 2023/07/26   14:21:532023/07/26   14:21:53

少子高齢化や都市部への一極集中等による地域経済の衰退が懸念される中、地域金融機関の使命として、地域に 根ざして事業活動を行うお客さまの金融・非金融の課題解決に伴走することで地域経済活性化への取組みを強力
に推し進めてまいります。

お客さまの成
長・発展に伴走

法人のお客さま

法人の
お客さま法人の
お客さま

より多く
のビジネ

ス機会

より多く
のビジネ

ス支援

地域の
ウェルビーイング

個人のお客さまの
ウェルビーイング

地域経済の好循環

より多くの雇用
より多くの分配

人口増加
消費拡大

ファイナンスとコンサルティングの両面で
課題解決に伴走

事業ステージに応じた営業体制の構築

法人のお客さまの課題解決力の強化

コンサルティング高度化に向けた連携強化

リアル
チャネル

コンサルティング・ソリューション領域
の深化 新事業領域への挑戦

デジタル
チャネル 営業店 本部 グループ

会社

サステナビリティKPI 2030年度
法人のお客さまへのコンサルティング等の提供件数   3,000件／年

中期経営計画
チャレンジ指標

2025年度
香川県内の法人のお客さま向け貸出金シェア  40％以上

法人のお客さま向けコンサルティング収益  （2022年度比）+7 億円

1,289

3,000

1,700

2022年度
実績

2025年度
計画

2030年度
目標

12

19

2022年度実績 2025年度計画

37.8

40以上

2021年度実績 2025年度計画

コンサルティング等の年間提供件数  （件） 法人コンサルティング収益  （億円）  香川県内の法人のお客さま向けシェア （%）

※ お取引先の決算データに基づく推定値であり
結果が遅行するため2021年度実績を表示

×

地域中核企業の増加地域中核企業の増加

新中期経営計画 法人戦略

法人コンサルティング機能の強化
提供できるコンサルティング・ソリューション領域を拡大・深化させることで専門コンサルティング集団としての機能を

高め、多様化・複雑化する法人のお客さまの金融・非金融の経営課題の解決に伴走してまいります。
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地域経済活性化への取組み

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開

 法人のお客さまのステージに応じた営業体制の構築 
リアルチャネル・デジタルチャネルそれぞれの高度化を図り、法人のお客さまの事業ステージ・ニーズに応じて最適な

アプローチを行うことで、限られたリソースの中で、より多くのお客さまの課題解決に伴走してまいります。

 コンサルティング⾼度化に向けた連携強化 
お客さまとの対話を通じて経営課題の共有を行う営業店の得意先担当者と、共有された経営課題を深掘りし、専門的な見地

で解決策を提案する本部職員の連携を強化することでコンサルティングサービスの高度化を図ってまいります。また、グループ
各社とも協働することでグループ全体でお客さまの課題解決に伴走してまいります。

現状のデジタルチャネル
（法人インターネットバンキング等）

新たなデジタルチャネルを構想

リアルチャネル

事業の成長に向けた経営課題を抱えるお客さまに対して質の高
いコンサルティングサービスを提供するため 、 マーケットに応じた
店舗集約を進めるとともに拠点機能の強化を進めてまいります 。

デジタルチャネル

より多くの法人のお客さまとの接点となるべく 、 情報
発信機能や各種金融機能の拡充により利便性を高めると
ともに、多様な顧客接点を確保してまいります。

フルバンキング店舗
預 為 融 資 預り資産

機能特化・統廃合等
店舗機能を絞り込み

フルバンキング店舗
預 為 融 資 預り資産

フルバンキング店舗
預 為 融 資 預り資産

フルバンキング店舗
預 為 融 資 預り資産

拠点機能を強化拠点機能を強化

顧客接点の多様化顧客接点の多様化デジタル基盤整備デジタル基盤整備

情報発信機能 電子契約機能

金融機能
が中心

お客さま

営
業
店

本
部

リース

システム・ICT

キャッシュレス決済

ブランディング・販路開拓

グ
ル
ー
プ

会
社
等

コンサルティング
サービスの提供

経営課題の
共有

金融サービスの
提供

得意先担当者

トスアップ

連携連携

専門
コンサルタント

専門
コンサルタント

プロジェクトマネジメントプロジェクトマネジメント

法人SA
（法人ソリューション・アドバイザー）

専門
コンサルタント

事業性評価を通じてお客さまと経営課題を共有し、
適切な金融サービスを提供するとともに、非金
融領域の課題は本部コンサルティング部にトス
アップする。

より深い事業性評価によりお客さまの経営課題を深
掘りするとともに、専門コンサルタントと連携して
その解決をマネジメントする。

お客さまの経営課題に対して、専門的知見に基づく
コンサルティングサービス及びソリューションを
提供する。

銀行本体にないソリューションを提供。
今後、対応可能な領域を拡大していく。

コンサル
分野

経営コンサル 人事コンサル ICTコンサル

事業承継
コンサル

海外進出支援
コンサル エリアデザイン

コンサル
専門人材

法人SA
5名

専門コンサルタント
50名
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 法人のお客さまの課題解決力の強化 
多様化・複雑化するお客さまのニーズに対応するため、前中期経営計画期間中より強化を図ってきたコンサルティング

及びソリューション領域を更に深化させることで、専門コンサルティング集団としての機能強化を図ってまいります。また、
お客さま・地域の課題解決に資する分野については新領域の拡大により、課題解決力の強化を図ってまいります。

▪「人事・人材」に関する課題解決へのご支援
2022年度より、人事制度コンサルの提供を開始いたしました。それぞれの会

社の課題に応じた人事評価制度のご提案、導入後の従業員への周知・浸透につい
てのアフターフォローまで一貫した伴走支援を行っております。
また、2022年4月に銀行本体での有料職業紹介事業の認可を取得し、人手不足

に悩む事業者さまに対して主に経営層や管理職層の人材紹介も行っております。

▪「海外進出」に関するご支援 〜ベトナムに現地法人設立を予定（2023年秋）〜
2023年秋にベトナムのホーチミン市に海外進出を検討するお客さま向けのコン

サルティング会社（現地法人：HBCV）の設立を予定しております。ベトナムへの
進出ニーズをお持ちのお客さまに対し、ニーズヒアリングから進出支援及び現地
での伴走まで一貫したサービスを当行グループ自ら提供することで、お客さまの
海外進出のパートナーとなることをめざします。

▪「事業承継」に関するご支援
お取引先経営者の高齢化が進む中、後継者不在等により事業承継に課題を抱える

お客さまからの相談件数が増加しております。親族内承継やM&Aによる第三者承継
の支援はもちろん、今後、投資専門会社の設立によるエクイティを活用した支援も検
討していく予定です。

▪「サステナビリティ経営」に関するご支援
サステナビリティ経営への関心が高まる中、お客さまの事業をSDGsの観点から評価し、取組みの推進をご支援する「百十四

SDGs取組支援サービス」を取り扱っております。更に、サステナビリティ経営の高度化に取り組まれる事業者さまには、マテリ
アリティの特定からKPIの設定までを伴走支援する「114サステナビリティ経営支援サービス」を提供しております。

専門コンサルティング集団としての機能UP
コンサルティング・ソリューション領域の深化

その他規制緩和領域

投資専門会社

エリアデザイン

新領域への挑戦

経営コンサル 人事コンサル ICTコンサル
事業承継コンサル 海外進出支援コンサル

サステナブルファイナンス等 ビジネスマッチング等

より深く より広く

844

1,257
1,090

2020年度
実績

2021年度
実績

2022年度
実績

事業承継の相談件数  （件）

HDバンク：トレーニー1名
HBCV（2023年度設立予定）

カシコン銀行:トレーニー1名

コンサルティング先従業員への周知会の様子
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サステナビリティKPI
2030年度
資産形成をサポートする顧客数  16万人

金融教育受講者数  累計1万人

中期経営計画チャレンジ指標 2025年度
個人のお客さまのライフデザインに係る資産の期末残高 9,000億円以上

111

160
135

2022年度実績 2025年度計画 2030年度目標

8,412 9,000

2022年度実績 2025年度計画

資産形成をサポートする顧客数  （千人） ライフデザイン資産残⾼※  （億円）

※ 個人ローン及び長期的な資産形成に資する
預かり資産の期末残高

人生100年時代への対応

超高齢化社会の到来により人生100年時代が現実になりつつある中、個人のお客さまの一生涯にわたるラ
イフデザインに伴走してまいります。また、将来に不安なく生活ができる着実な資産形成を促すため、地
域の将来世代の金融教育にも取り組んでまいります。

データベースマーケティングに基づく、お客さまのライフイベントに応じた最適なアプローチを実践

データベースマーケティング
分 析 最適なアプローチ情報収集

クレジットカード
介護対策 相続対策

各種ローン
資産形成 資産運用

金融ジェロントロジー関連サービス

ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト

金融
資産

車購入

要介護

住宅購入

レジャー

病気・事故

贈与・相続結婚
進学 退職

就職

出産

リアル
店舗

バンキング
アプリ

コール
センター

生涯に発生する
さまざまなニーズを長くサポート

新中期経営計画 個人戦略

コンサルティング機能強化によるお客さまのライフデザインに伴走
人生100年時代におけるお客さまの一生涯におけるさまざまなニーズに対応するためのコンサルティング機能を強化し、

個人のお客さまが将来も不安なく生活できるよう着実な資産形成をサポートするとともに、生涯価値（ライフタイムバリ
ュー）の向上につなげてまいります。また、2022年4月に新設したデジタル戦略室が担うデータベースマーケティングの推
進により、お客さまのライフイベントに応じた最適なアプローチを実践してまいります。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開
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250

累計10,000

累計1,000

2022年度実績 2025年度計画 2030年度目標

金融教育受講者数  （名）

▪114バンキングアプリの導入

▪個人ローン取引のWeb受付契約サービス導入

3年間で
ユーザー数
20万人を目標

個人のお客さまにはバンキングアプリを軸にデジタルサービスを拡大

2023年２月に導入した114バンキングアプ
リは個人のお客さまに対する非対面チャネルの
中核として、更に機能拡充を図ることで利便性
を高めてまいります。

2023年3月に個人ローン取引のWeb受付契約
サービスの導入を開始いたしました。今後、段階
的に機能を拡充し、幅広い取引に対応していく予
定としており、普段来店が難しいお客さまとの接
点強化を図ってまいります。

▶▶ P.29〜30 「DXの実現と地域社会のデジタル化」

Step1

MyPageを開設

Step2

審査を申し込む

Step3

お客さまとのご連絡

Step4

Web契約

高校への出前授業の様子

 コンサルティング機能強化のための営業体制構築 
お客さまのライフステージやニーズに応じた最適なご提案を実践するための営業体制を構築し、個人のお客さまに対する

コンサルティング機能の強化を図ってまいります。

 非対面チャネルを活用した多様な顧客接点の確保 
非対面チャネルの強化により、リアルとデジタルの境界をなくした多様な顧客体験を提供することで、顧客基盤の裾野

拡大を図ってまいります。

超富裕層
・経営者層

お客さま層 提案商品 主なチャネル・営業体制

オーダーメイド型商品 【本　部】プライベートバンキングチーム

【本　部】ライフプランコンサルタント（LPC）
   【営業店】ライフプランアドバイザー（LPA）

【本　部】コンサルティングプラザ／デジタルチャネル
  【 営 業 店 】 ライフプランアドバイザー（LPA）

投信・投資一任保険、信託

積立型商品・個人ローン

富裕層
・資産承継層

資産形成層

将来世代への金融教育の実践
金融教育の取組み拡大により、地域の将来世代の金融リテラシーを高めてまいります。2022年度は香川県内の中学校・

高校への出前授業の開催等により250名の将来世代に金融教育を行いました。
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サステナビリティKPI
2030年度  職員のエンゲージメントスコアの持続的向上

2026年度  女性管理職比率 30％以上

2022年度末

26.6%
2022年度実績

100%※

女性管理職比率 男性の育児休業等取得率

多様な人材が活躍・成長できる環境の整備

人を「資本」と捉える人的資本経営の考えのもと、働きがいと働きやすさを両立させ、多様な人材が活躍・成長
できる環境の整備を行ってまいります。職員の熱意と能力を高めることで、一人ひとりが持つポテンシャルを
最大限に引き出し、経営戦略と連動した人材配置でお客さま・地域の課題解決に向けた原動力としてまいります。

▪行内留学制度の導入
2022年度より、職員が希望する分野の本部に短期留学で

きる制度を導入しております。本制度を通じて、専門知識を
学ぶとともに、本部専門業務を理解・体感することで、自律
的なキャリア形成につなげてまいります。

▪副業制度・キャリアリターン制度の導入
職員の多様な働き方を支援するとともに、2023年4月より職員

に副業を認める「副業制度」及び当行を中途退職して他の分野で経
験を積んだ職員を再雇用する「キャリアリターン制度」を導入いた
しました。他分野や副業を通じて得た幅広い知識・スキルや新た
な人脈を活用し、地域貢献や当行企業価値向上に寄与することを
期待しております。

▪仕事と育児の両立支援に向けた取組み
「百十四育児応援プログラム」として、産前休暇・育児休業を取得する職員の

サポートを強化しております。各種休暇制度の見直しや育児休業中の職員への
情報発信に加え、男性職員の育児休業も奨励しております。仕事と育児の両立
支援をサポートすることで、女性活躍の推進を図ってまいります。

▪健康経営の強化
女性特有の健康課題への取組みとして、行内研修での教育や啓発資料の

配付、定期的な情報発信等を積極的に行っております。また、不妊治療の通院
等を理由とする休暇制度「出生サポート休暇」を導入する等、不妊治療に向けた
取組みが評価され、2022年11月に香川県ではじめて「プラチナくるみん
プラス」の認定を受けました。

▪キャリア相談窓口の開設
2023年2月に、職員の自律的なキャリア形成の支援を目

的とした「キャリア相談窓口」を設置いたしました。キャリア
形成に関する各種制度の活用についてのアドバイスや、めざ
すキャリアの具体化に向けたサポートを行っております。

副業制度を利用して「神職」を務める職員

※ 育児目的の休暇を含む

えるぼし
（最上位）

プラチナくるみん
プラス

健康経営優良法人

新中期経営計画 HR戦略

エンゲージメント醸成による能力発揮
熱意をもってお客さま・地域の課題解決に取り組む職員を増やすため、職員のエンゲージメント醸成に向けた取組みを強

化しております。

 挑戦を後押しする企業風土の改革 
更なる活躍に向けた挑戦を後押しし、それを評価する風土の醸成により職員のエンゲージメント醸成を図ってまいります。

 誰もが安心して活躍できる場の創出（ダイバーシティ&インクルージョンの推進）
多様な人材が働きがいと働きやすさを実感できる職場環境の整備に取り組んでおります。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開
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140
165

2022年度実績 2025年度目標

人材育成投資額  （百万円）

 戦略遂行に向けた人材力の強化 
専門知識・高度なスキルの取得等によりお客さま・地域の課題解決力を高めるため、職員の人材力強化に取り組んでおります。

▪⾼度資格取得の奨励
専門的知識を持った人材の増加に向けて、中小企業診断士

といった高度資格の取得を奨励する制度を導入しており、高
度資格取得者は年々増加しております。

▪114マイスター制度
各分野における職員の知識量・業務の習熟度を認定する

「114マイスター制度」を通じて、行員の自律的なキャリア形
成及び自己啓発を促しております。今後、最上位の「マイス
ター」の保有者増加によりプロフェッショナル人材の強化を
図ってまいります。

▪人材育成投資の強化
各種研修制度の充実や資格取得の奨励等による人材育成投資の強化を図ること

で、計画的なプロフェッショナル人材の育成を図ってまいります。

▪経営戦略に連動した人材ポートフォリオの実現
経営戦略と人事戦略の連動による人材の最適配置により、経営戦略の遂行に必要な人材ポートフォリオの実現を図ってまいり

ます。新中期経営計画では長期ビジョンで掲げる『総合コンサルティング・グループの進化』に向けて、お客さまと直接対話する
コンサルティング人材の創出及びビジネスモデル変革を担うDX人材の強化に取り組んでまいります。

⾼度資格保有者数 （人）

252
233

208

2021年3月 2022年3月 2023年3月

120

54

52

26
22
47

52

87 111

46

53

23

金融窓口業務サービス１級
経営コンサルタント 中小企業診断士
ファイナンシャルプランニング技能士1級

114マイスター制度認定者数（2023年3月末時点）

戦略KPI

2025年度 （2023年3月末比）
お客さまと直接対話するコンサルティング人材の創出  +50名

ビジネスモデルを変革するDX人材  +10名

若手行員の早期育成及び事務担当職員
　のリスキリングにより営業担当・部門
へ再配置

1

採用強化・人材育成により強化部門へ
配置3

コンサルティング営業力強化に向けた採
用強化・リスキリングにより強化部門へ
配置

2

マイスター（最上位）：63名

リーダー（上級）：455名

オフィサー（初級）：1,506名

認定分野
コンサル ライフプラン

外為 預為事務

ローン 融資管理

本部業務 DX
新分野

営業店事務

+50名

+10名

▲70名程度
（自然減）

本部ミドル・バック

営業店事務

本部ミドル・バック

営業店：
取引先担当

本部：
コンサル人材

DX人材

営業店：
取引先担当

本部：
コンサル人材

DX人材

2023年3月末 2026年3月末計画

約1,930名
1,995名

1

2

3
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重点分野 提供価値 ステークホルダー

非対面チャネルの充実 お客さまが時間と場所を選ばずにサービスを受けら
れる環境の実現

データ利活用等 データに基づき、パーソナライズされた提案やサー
ビスの提供

お客さま・地域のDX化支援 DXを活用した、お客さまの経営課題や地域の社会課
題の解決

店舗・業務のデジタル化 店頭でのお客さまの事務負担軽減・待ち時間短縮と
営業店・本部業務の合理化

DX人材の育成・採用 全職員がDXを活用して主体的に変革に取り組む組織

新規ビジネスの創出 新規ビジネスの創出による地域社会のデジタル化と
経済活性化の促進

法人 個人

職員

法人 個人 地域

法人 地域

法人 個人 地域

法人 個人 職員

DX推進

DXの実現と地域社会のデジタル化

百十四グループでは、環境変化に適応するため、データやデジタル技術を活用して業務プロセスやビジネス
モデル、組織を変革し、お客さまへの新たな価値・体験の提供と業務の生産性の飛躍的な向上をめざしてま
いります。また、お客さま・地域のデジタル化にも積極的に取り組むことで、社会・経済のデジタルシフトを
推進してまいります。

新中期経営計画 DX戦略

百十四グループでは、DXを「データ及びデジタル技術を基点としたビジネスを変革する成長エンジン」と定義し、DXに
よる中期経営計画の各戦略の効果的な推進のために、DX戦略を策定いたしました。
DX戦略では６つの重点分野に取り組み、「百十四グループマテリアリティ」の解決を図ることで、ウェルビーイングな地

域社会の創造と百十四グループの経営のサステナビリティ向上をめざします。

主な取組み

関連する個別戦略

⃝お客さま・地域への新たな価値・体験の提供
⃝生産性の飛躍的向上
⃝DX推進の体制整備

地域共創 法人戦略 業務改革個人戦略 チャネル改革

▪「DX認定事業者」の認定取得
2022年10月、経済産業省が定めるDX認定制度に基づく「DX認定事業者」に認定

されました。
本制度は「情報処理の促進に関する法律」に基づき、DXを推進するための準備が整っ

ている事業者を経済産業省が認定するもので、当行のDX実現に向けたデジタル技術の
活用や体制整備等の取組みが評価されたものです。

サステナビリティKPI

2030年度   
デジタルでつながる顧客数  40万人

ICTコンサルティング取組み先の    倍増（2022年度対比）

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開
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紙・印鑑を
デジタルデータへ
シンプル化で

分かりやすい手続き
お客さまの入力内容を

取引に反映
デジタル化・本部集中

・外部委託

▪非対面チャネルの充実とデータ利活用等
お客さまとの多様な接点の確保

2023年2月、従来の個人向けインターネットバンキングより手軽に
利用できる114バンキングアプリをリリースいたしました。今後は、114
バンキングアプリを軸とした非対面チャネルの機能拡充と対面チャネルと
の有機的な連携により、個人のお客さまとの接点の拡大と利便性の向上、
リアルとデジタルの垣根のない顧客体験の実現につとめてまいります。

また、法人のお客さまにつきましても利便性の向上を目的に、さまざまな機能を備えた法人ポータルの導入等、非対面
チャネルの高度化を検討してまいります。

データベース・マーケティングの実践
114バンキングアプリを軸に非対面チャネルの機能を拡充してお客さまとの接点の維持・拡大を図るとともに、各チャネル

を通じて得られたデータに基づくマーケティングの実践により、お客さま一人ひとりのニーズに沿った提案やサービスを
提供してまいります。

▪お客さま・地域のDX化支援
ICTコンサルティングサービスの⾼度化と伴走支援

社会・経済のデジタル化や人手不足等、お客さまが直面している経営課題の解決に向けて、DXの重要性は高まっており
ます。当行はグループ会社と連携して、会計や人事労務管理などのバック業務に加え、営業支援・受発注管理等のフロント
業務を含めたICTコンサルティングサービスの高度化により、地域のお客さまや自治体のDX化を伴走支援してまいります。

▪店舗・業務のデジタル化
店頭タブレットの導入

店頭におけるお客さまの記入負担軽減・待ち時間短縮を目的に、
2023年度中の導入に向けて店頭タブレットの開発を進めております。

今後も来店予約サービスの導入、リモート窓口の設置等、店舗・業務
のデジタル化を積極的に進めることにより、店頭の利便性向上とお客さ
まの課題や悩みを解決するコンサルティング営業のための時間と人員の
創出につとめてまいります。

▪DX人材の育成・採用
当行ではデジタル戦略室によるデー

タ分析人材の育成、行内資格制度であ
る114マイスター制度の認定分野への

「DX人材」の追加、専門人材の中途採
用など、DX人材の育成・採用に取り組
んでまいりました。

今回策定したDX戦略を効果的に遂
行するためにはより多くのDX人材が必
要となります。職員全体のITリテラシー
の底上げとDXマインドの醸成を図ると
ともに、DX推進人材・専門人材の計画
的な育成・採用を進めてまいります。

 お客さま・地域への新たな価値・体験の提供 

 生産性の飛躍的向上 

 DX推進の体制整備 

法人戦略

地域共創

業務改革

個人戦略

法人戦略

チャネル改革

チャネル改革

待たない

持たない

書かない

※中途採用者や新卒採用者に対して、専門性に応じたキャリアパスを準備 

育成方法 専門研修受講 資格所得 OJT 
（システム部門との人事交流、ITベンダーへの研修・出向） 

● DX推進人材

● DX専門人材
●IT・デジタル関連の各分野の高度な専門性を有する人材

●本部企画人材（DXビジネスの企画立案とプロジェクト推進ができる人材）
●ICTコンサルティングチーム（伴走型のICTツール導入支援等） 

●ITツールを使いこなし、分析データを営業に活かせる人材 

育成方法 専門研修受講 高難度資格取得 OJT

 ●お客さまのDX化をコーディネートできる人材  ●銀行本体のDX化を推進できる人材 

営業店法人渉外担当 本部職員（企画・営業担当） その他職員

育成方法 ITパスポート取得 各種試験 各種基礎研修受講

育成方法 研修受講 各種試験 OJT

DX
専門人材

DX推進人材
（本部）

営業店・本部・グループ会社

専門性の強化

職員全体のDXマインドの醸成
ITリテラシーの底上げ

専門人材
中途採用

理系人材
新卒採用
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マテリアリティに基づく事業展開

当行は、環境・気候変動への対応を重要課題と捉え、2021年10月に気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）提言※1への賛同を表明しました。同提言に則った当行の取組みは以下の通りです。

気候変動等、環境課題への取組み 〜TCFD提言への対応〜

⃝ 当行ではサステナビリティ経営に関する取組みを更に推進・強化するため、取締役会の監督のもと、サステナビリティ関連
施策を推進する体制を構築しております。

⃝  頭取を委員長とするサステナビリティ委員会を設置し、気候変動を含む環境・社会に係る機会及びリスクへの対応方針
や取組計画等を策定・実行しております。また、重要な事項については取締役会へ付議・報告しております。

⃝ 2020年4月には、「百十四銀行　環境方針」を策定し、当行の環境に関する方針を明文化しております。
⃝ また、サステナビリティ経営の更なる推進に向け、2023年度以降の役員報酬については、サステナビリティ経営に関する

目標（CO2排出量削減、女性管理職比率向上等）の達成状況を加味しております。

WEB 「百十四銀行　環境方針」は当行Webサイトをご覧ください。
https://www.114bank.co.jp/company/policy/

※ 1   気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）とは、気候変動を世界的課題と位置づけ、金融安定理事会(FSB)によって2015年に設立された国際
的な支援組織。金融市場安定化の観点から、気候変動のリスクと機会に基づく財務面への開示を提言している。

戦 略

ガバナンス

当行は持続可能な社会の実現に向け、気候変動及び環境保全への対応を重要な経営課題のひとつとして位置づけており、機会
及びリスクの両面から取組みを進めております。

機会
⃝ 中長期的な目線でお客さまや地域の気候変動対策や脱炭素社会への移行を支援することは、金融機関にとってビジネス

機会の創出・拡大につながると認識しております。
⃝ 再生可能エネルギー事業へのファイナンスや、お客さまの温室効果ガス排出削減支援、環境負荷軽減を目的としたサービ

スの提供等を通じて、脱炭素化社会の実現に取り組んでおります。

リスク
⃝ 気候変動に関するリスクは、移行リスクと物理的リスクを認識しております。
⃝ 移行リスクは、気候関連の政策・規制強化や脱炭素に向けた技術革新の進展等の影響を受けるお客さまに対する信用リス

クの増大等を想定しております。
⃝ 物理的リスクは、異常気象に伴うお客さまの資産の毀損や事業活動の停滞による信用リスク及び当行の営業店舗等の損壊

等によるオペレーショナルリスクの増加を想定しております。

シナリオ分析
移行リスク

IEA（国際エネルギー機関）の2℃シナリオ及び1.5℃シナリオを基に、炭素税が導入された場合の与信先（ポートフォリオ）
の状況等を分析し、当行財務への影響度を試算いたしました。

分析については「電力・ガス」及び「海運」セクターに該当する与信先を対象といたしました。結果、与信費用増加は2050
年までに累計で最大約105億円の見込みとなりました。

物理的リスク
IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の2℃シナリオ及び4℃シナリオを基に、当行営業地域全域で2050年までに想定さ

れる大規模水害による与信先（ポートフォリオ）への影響を分析し、当行財務への影響度を試算いたしました。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マテリアリティに基づく事業展開
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⃝  当行は、気候変動に起因する移行リスクや物理的リスクが当行の事業運営、戦略、財務計画に大きな影響を与えることを
認識し、統合的リスク管理の枠組みにて、これらのリスクを管理する態勢の整備を進めております。

⃝ 2020年12月に「環境及び社会に配慮した投融資方針」を定め、環境及び社会の課題解決に向けた事業を支援するととも
に、負の影響が大きい事業や事業者との取引については、その影響の低減・回避につとめております。

2  実績
Scope1

（直接的排出）
Scope2

（間接的排出） 合計 削減率
（2013年度比）

2022年度 630t 4,896t 5,526t ▲43.6%

※2 Scope1：当行自身が燃料（ガソリン等）を燃焼等することにより直接的に発生するCO2排出量
　　Scope2：他社から供給された電気等を使用することにより間接的に発生するCO2排出量

CO2排出量の長期削減目標
気候変動リスクの低減に向けて、事業活動を通じて発生するCO2排出量を中長期的に削減し、政府が掲げる2050年

カーボンニュートラルの実現に貢献することを目的に、CO2排出量の長期削減目標を設定しております。
2022年度は、一部店舗や研修所・福利厚生施設等を対象に都市ガスからカーボンニュートラル都市ガスへ切替えを

実施したほか、百十四グループ内で使用するごみ袋を、99%再生材から製造されたごみ袋に切り替える等の取組みを
行った結果、2013年度比43.6％の削減となりました。

WEB 「環境及び社会に配慮した投融資方針」は当行Webサイトをご覧ください。
https://www.114bank.co.jp/company/policy/

1  目標

定義 Scope1及びScope2※2に該当するCO2排出量

目標 【中間目標】2030年度までに2013年度比50%削減
【最終目標】2050年までにカーボンニュートラル実現

リスク管理

指標と目標

分析については、「担保毀損」「売上減少」の2点からアプローチいたしました。結果、与信費用増加は2050年までの累計で
最大約42億円となりました。

また当行営業店舗等の毀損による損失影響額は、2050年までの累計で最大6億円となりました。

炭素関連資産
⃝ 2021年10月のTCFD提言改訂を踏まえた炭素関連資産4セクター（エネルギー、運輸、素材・建築物、農業・食料・林産

物）の、当行貸出残高に占める炭素関連資産の割合は29.7％です。（2023年3月末）
⃝ なお、エネルギー（石油・石炭）及びユーティリティ（電気・ガス）セクター向けの貸出金合計（ただし、水道事業、再生可能

エネルギー発電事業等を除く）の当行貸出残高に占める割合は2.5％です。（2023年3月末）
⃝ 今後も当該セクターとのエンゲージメントを通じて、サステナブルファイナンスのほか、脱炭素に向けたさまざまなソリ

ューションの提供等に取り組んでまいります。

なお、2022年度の当行グループ全体のCO2排出量（Scope1・2）の算定結果は、6,877tとなりました。
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サステナブルファイナンスの長期目標
投融資を通じて地域やお客さまのサステナビリティ向上への取組みをサポートするため、サステナブルファイナンスの長期目

標を設定し、目標達成に向け取り組んでおります。
2023年3月末実績（累計）については、1,252億円（うち環境系567億円）となっております。

温室効果ガス排出量実績（Scope3）   （単位：t-CO2） 

1  目標
定義 地域やお客さまの環境課題や社会課題の解決に向けた取組みを支

援・促進する投融資

目標 【目標期間】2021年度～2030年度の10年間
【目標金額】投融資累計額 5,000億円（うち環境系 2,000億円）

2  実績 2021年4月～
2023年3月末（累計） 1,252億円（うち環境系567億円）

Scope3排出量把握への取組み
Scope1及び2については、長期目標を設定のうえ実績を算定してきましたが、2021年度より算定対象にScope3カテゴ

リー1～14を追加いたしました。

算定項目 2022年度実績

1. 購入した製品・サービス コピー用紙、データ通信費、郵便料金、図書新聞、文房具等 2,477
2. 資本財 事業用建物、動産、ソフトウェア 4,015
3.  Scope1、2に含まれない燃料及び 

エネルギー関連活動 購入した電気・蒸気、燃料の上流側の排出 639

4. 輸送・配送（上流） 送料（他社輸送、当行が荷主） 109
5. 事業から出る廃棄物 廃棄物全般 360
6. 出張 雇用者の出張 337
7. 通勤 雇用者の通勤 830
8～14.  リース資産（上流）、輸送（下流）、

販売製品加工 等 （該当なし） （該当なし）

15. 投資 事業法人向け融資 （未算定）
合計 8,767

スコープの算定方法、排出係数等は「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer2.4（環境省 経済産業省 2022年
3月）」「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベースVer3.2（環境省 経済産業省2022年３月）」を使用。
Scope3カテゴリー8、9、10、11、12、13、14は該当ありません。なおScope3カテゴリー15については、今後把握を検討してまいります。

新中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」

気候変動等、環境課題への取組み 〜TCFD提言への対応〜
マテリアリティに基づく事業展開

 環境負荷低減への取組み 
▪太陽光発電設備で発電した電力の自己消費

2023年3月に稼働を開始した当行保養所跡地に設置した太陽光発電設備において、発電した
電力を自己消費する「自己活用スキーム」の活用により、CO2排出量の削減を図っております。年間
480tのCO2排出量削減効果が見込まれ、これは当行グループの年間排出量の約8％に相当します。

▪営業店舗のZEB化、事業用不動産の省エネ推進
2023年秋に新築移転を予定している新店舗にてCO2の実質排出量をゼロとする『ZEB※』の

実現を計画しております。新店舗で消費するエネルギーの53％を各種設備で「省エネ」、太陽
光により59％を「創エネ」することによりCO2の実質排出量をゼロとする『ZEB』の取得を見込
んでおり、店舗集約による効果とあわせて年間約100tの排出量削減をめざします。
※Net Zero Energy Buildingの略称
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2,253

3,811

1,832

1,941

651

1,897

1,125

3,753

1,684

12,388

10,961

2,191

605
1,600

’22/3月期 ’23/3月期
■国債  ■地方債  ■社債  ■株式  ■外国証券  ■その他（　）内は前期比

（△1,127）

（△58）

（△45）
（△297）

（△148）

（△1,427）

（+250）

有価証券（平均残⾼）の推移  （億円）

2023年3月期の有価証券ポートフォリオは債券、外国証
券、その他（投資信託等）の評価損銘柄を整理し、平均残高
は前期比1,427億円減少しました。

ミッション 将来を優先する中長期運用

全体最適管理ポートフォリオ

中長期的ファンダメンタルズの判断投資判断

最適なポートフォリオ運営を行う上で考慮する事項

■ 金融の季節変遷

■  銀行全体のポートフォリオの状況変化も踏まえた有価
証券ポートフォリオ運営（有価証券ポートフォリオのサ
イズ拡縮・構成比等の推移イメージの行内共有）

■  リスクテイクに係る制約事項を踏まえた期待収益・リ
スク許容度

方向性

持続可能な経営基盤の構築

百十四グループの経営基盤の強靭化をめざすことで経営のサステナビリティを高めてまいります。

新中期経営計画 個別戦略

有価証券運用の安定化
銀行全体のポートフォリオの状況等を踏まえ、中長期的かつ全体最適を見据えたポートフォリオ運営を行うことで、短期

的な期間収益に偏らない、安定的な有価証券運用を行ってまいります。

システム・デジタル基盤整備
レガシーシステムを縮小させ、デジタル分野を中心とし

たオープンなシステム構造への変革をめざしてまいります。
また、基幹系システムの安定稼働を維持しながら、次期基
幹系システムのめざす姿についても明確化してまいります。

コスト・リターン管理の徹底
物価高騰の影響等も踏まえつつ、リターンや効果重視の

経費支出と投資の徹底を図ってまいります。また、DXや
GX（Green Transformation）施策への投資を進め、サス
テナビリティ経営の高度化を実践してまいります。

行内業務／行員

めざす姿
お客さまサービス／お客さま

行内システム

外部クラウド

基幹系システム（勘定系・情報系）

● 接続環境整備
● サイバーセキュリティ対策

レガシー分野は
縮小

ATM

デジタル分野の
早期拡大

営業店端末

API基盤
デジタルサービス

プラットフォーム（DSP）
APIの充実

インターネット基盤

PC スマホ タブレット

レガシー分野は
縮小

デジタルを活用し
早期に業務を効率化

行内PC 業務用
スマホ

業務用
タブレット

● 安定稼働維持
● 制度案件対応
● コスト抑制
● アーキテクチャ刷新に
  よる構造スリム化検討

● 外部クラウドへの移行、
  SaaS利用等による
  軽量化
● ローコード開発による
  行内業務の効率化

リターン/効果重視の経費支出と投資の徹底

Living money（生きたお金）
⃝リサイクル・リユース等の徹底（サーキュラーエコノミー）
⃝物品・サービスの調達ルールの見直し　等

P/L面の施策（例）

めざす姿

DXやGXによるローコスト化と収益化

Living assets（生きた資産）
⃝保有資産の有効活用
⃝先進・革新的な技術やノウハウの導入と活用　等

B/S面の施策（例）

脱プラスチック
施策

ペーパーレス
施策

カーシェアリング
活用

遊休地の
利活用

店舗の
仮想発電所化

EV車活用
（V2X）

マテリアリティに基づく事業展開

34The Hyakujushi  Bank, Ltd.

010_0718987892307.indd   34010_0718987892307.indd   34 2023/07/26   14:22:082023/07/26   14:22:08dm010_0718987892307.indd   33-34dm010_0718987892307.indd   33-34 2023/07/26   18:52:332023/07/26   18:52:33


